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報告第 ５ 号 

   令和２年度狛江市一般会計補正予算（第４号）の専決処分の承認を求めることにつ

いて 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定により，令和２年７月14日に

次のとおり専決処分したので，同条第３項の規定により，これを報告し，承認を求める。 

令和２年８月31日 

報告者  狛江市長 松原 俊雄   

専 決 処 分 書 

 特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであると認めた

ので，地方自治法第179条第１項の規定により，令和２年度狛江市一般会計補正予算（第

４号）を別紙のとおり専決処分する。 

   令和２年７月14日 
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議案第 39 号 

   令和２年度狛江市一般会計補正予算（第５号） 

 上記の議案を別紙のとおり提出する。 

令和２年８月31日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

提案理由 

 一般会計予算を補正する必要が生じたため。 
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議案第 40 号 

   令和２年度狛江市国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

 上記の議案を別紙のとおり提出する。 

令和２年８月31日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

提案理由 

 国民健康保険特別会計予算を補正する必要が生じたため。 
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議案第 41 号 

   令和２年度狛江市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

 上記の議案を別紙のとおり提出する。 

令和２年８月31日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

提案理由 

 後期高齢者医療特別会計予算を補正する必要が生じたため。 

-9-



-10-





















-12-



議案第 42 号 

   令和２年度狛江市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

 上記の議案を別紙のとおり提出する。 

令和２年８月31日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

提案理由 

 介護保険特別会計予算を補正する必要が生じたため。 
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議案第 43 号 

狛江市一般職の任期付職員の採用等に関する条例 

上記の議案を提出する。 

令和２年８月31日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 

狛江市一般職の任期付職員の採用等に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は，地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律

（平成14年法律第48号。以下「法」という。）第３条第１項及び第２項，第４

条，第５条，第６条第２項並びに第７条第１項及び第２項並びに地方公務員法

（昭和25年法律第261号）第24条第５項の規定に基づき，職員の任期を定めた

採用及び任期を定めて採用された職員の給与の特例に関し必要な事項を定める

ものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は，法の例による。 

（職員の任期を定めた採用） 

第３条 任命権者は，高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者をその

者が有する当該高度の専門的な知識経験又は優れた識見を一定の期間活用して

遂行することが特に必要とされる業務に従事させる場合には，職員を選考によ

り任期を定めて採用することができる。 

２ 任命権者は，前項の規定によるほか，専門的な知識経験を有する者を当該専

門的な知識経験が必要とされる業務に従事させる場合において，次の各号に掲

げる場合のいずれかに該当するときであって，当該者を当該業務に期間を限っ

て従事させることが公務の能率的運営を確保するために必要であるときは，職

員を選考により任期を定めて採用することができる。 

(１) 当該専門的な知識経験を有する職員の育成に相当の期間を要するため，

当該専門的な知識経験が必要とされる業務に従事させることが適任と認めら

れる職員を確保することが一定の期間困難である場合 

(２) 当該専門的な知識経験が急速に進歩する技術に係るものであることその

他当該専門的な知識経験の性質上，当該専門的な知識経験が必要とされる業

務に当該者が有する当該専門的な知識経験を有効に活用することができる期

間が一定の期間に限られる場合 

(３) 当該専門的な知識経験を有する職員を一定の期間他の業務に従事させる

必要があるため，当該専門的な知識経験が必要とされる業務に従事させるこ

とが適任と認められる職員を確保することが一定の期間困難である場合 
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(４) 当該業務が公務外における実務の経験を通じて得られる最新の専門的な

知識経験を必要とするものであることにより，当該業務に当該者が有する当

該専門的な知識経験を有効に活用することができる期間が一定の期間に限ら

れる場合 

第４条 任命権者は，職員を次の各号に掲げる業務のいずれかに期間を限って従

事させることが公務の能率的運営を確保するために必要である場合には，職員

を試験又は選考により任期を定めて採用することができる。 

(１) 一定の期間内に終了することが見込まれる業務 

(２) 一定の期間内に限り業務量の増加が見込まれる業務 

２ 任命権者は，法により任期を定めて任用される職員以外の職員を前項各号に

掲げる業務のいずれかに係る職に任用する場合において，職員を当該業務以外

の業務に期間を限って従事させることが公務の能率的運営を確保するために必

要であるときは，職員を試験又は選考により任期を定めて採用することができ

る。 

（短時間勤務職員の任期を定めた採用） 

第５条 任命権者は，短時間勤務職員を前条第１項各号に掲げる業務のいずれか

に従事させることが公務の能率的運営を確保するために必要である場合には，

短時間勤務職員を試験又は選考により任期を定めて採用することができる。 

２ 任命権者は，前項の規定によるほか，住民に対して職員により直接提供され

るサービスについて，その提供時間を延長し，若しくは繁忙時における提供体

制を充実し，又はその延長した提供時間若しくは充実した提供体制を維持する

必要がある場合において，短時間勤務職員を当該サービスに係る業務に従事さ

せることが公務の能率的運営を確保するために必要であるときは，短時間勤務

職員を試験又は選考により任期を定めて採用することができる。 

３ 任命権者は，前２項の規定によるほか，職員が次に掲げる承認を受けて勤務

しない時間について短時間勤務職員を当該職員の業務に従事させることが当該

業務を処理するために適当であると認める場合には，短時間勤務職員を試験又

は選考により任期を定めて採用することができる。 

(１) 狛江市職員の勤務時間，休日，休暇等に関する条例（平成13年条例第４

号）第18条第１項の規定による介護休暇又は同条例第18条の２第１項の規定

による介護部分休業の承認 

(２) 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号）第19条

第１項の規定による部分休業の承認 

（任期の特例） 

第６条 法第６条第２項に規定する条例で定める場合は，第４条第１項第１号に

掲げる業務の終了の時期が当初の見込みを超えて更に一定の期間延期された場

合その他やむを得ない事情により同条又は前条の規定により任期を定めて採用

された職員又は短時間勤務職員の任期を延長することが必要な場合であって，

第４条又は前条の規定により任期を定めて採用した趣旨に反しないときとする。 

（任期の更新） 
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第７条 任命権者は，第３条から第５条までの規定により任期を定めて採用され

た職員の任期を更新する場合には，当該職員の同意を得なければならない。 

（給与に関する特例） 

第８条 第３条第１項の規定により任期を定めて採用された職員（以下「特定任

期付職員」という。）には，次の給料表を適用する。 

号給 給料月額 

 円

１ 371,000

２ 418,100

３ 467,900

４ 533,500

５ 608,100

６ 691,900

７ 778,000

２ 特定任期付職員に適用する前項の給料表の号給は，その者の専門的な知識経

験又は識見の程度並びにその者が従事する業務の困難及び重要の程度に応じて

決定するものとし，その決定の基準となるべき標準的な場合は，次に定めると

おりとする。 

(１) 特に高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して従事

する職務に従事する場合 １号給 

(２) 特に高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して従事

する困難な職務に従事する場合 ２号給 

(３) 著しく高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して従

事する困難な職務に従事する場合 ３号給 

(４) 著しく高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して従

事する特に困難な職務に従事する場合 ４号給 

(５) 極めて高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者がその知識経

験等を活用して従事する極めて困難な職務に従事する場合 ５号給 

(６) 極めて高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者がその知識経

験等を活用して従事する極めて困難で重要な職務に従事する場合 ６号給 

(７) 極めて高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者がその知識経

験等を活用して従事する極めて困難で特に重要な職務に従事する場合 ７号

給 
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３ 任命権者は，特定任期付職員のうち，特に顕著な業績を挙げたと認められる

職員には，規則に定めるところにより，その給料月額に相当する額を特定任期

付職員業績手当として支給することができる。 

４ 第２項の規定による号給の決定及び前項の規定による特定任期付職員業績手

当の支給は，予算の範囲内で行わなければならない。 

（任期付職員の給料） 

第９条 第３条第２項及び第４条の規定により任期を定めて採用された職員の給

料月額は，狛江市職員の給料等に関する条例（昭和26年条例第２号。以下「給

与条例」という。）別表第１備考３に掲げる額とする。 

２ 第５条の規定により任期を定めて採用された短時間勤務職員の給料月額は，

その者に適用される前項に規定する給料月額に，狛江市職員の勤務時間，休日，

休暇等に関する条例第２条第４項の規定により定められたその者の勤務時間を

同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。 

（給与条例の適用除外等） 

第10条 給与条例第３条，第４条，第７条，第８条，第８条の５，第13条から第

14条の４まで並びに第17条及び第18条の４の規定は，特定任期付職員には，適

用しない。 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２条及び第18条第２項の規定の適用につ

いては，給与条例第２条中「扶養手当，通勤手当，地域手当，住居手当，特殊

勤務手当，超過勤務手当，休日給，夜勤手当，管理職手当，管理職員特別勤務

手当，期末手当及び勤勉手当」とあるのは「通勤手当，地域手当，特殊勤務手

当，期末手当及び特定任期付職員業績手当」と，給与条例第18条第２項中

「100分の130.0」とあるのは「100分の175.0」とする。 

３ 給与条例第４条第４項から第８項までの規定は，第３条第２項，第４条又は

第５条の規定により任期を定めて採用された職員又は短時間勤務職員には，適

用しない。 

４ 給与条例第７条，第８条及び第８条の５の規定は，第５条の規定により任期

を定めて採用された短時間勤務職員には，適用しない。 

（委任） 

第11条 この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は，令和３年４月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ この条例の施行に際し試験，選考等の準備行為については，この条例の施行

日前においても行うことができる。 

（狛江市職員の勤務時間，休日，休暇等に関する条例の一部改正） 

３ 狛江市職員の勤務時間，休日，休暇等に関する条例（平成13年条例第４号）

の一部を次のように改正する。 

第２条第４項中「前３項」を「前４項」に，「前２項」を「前３項」に改め，
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同項を同条第５項とし，同条第３項の次に次の１項を加える。 

４ 地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成14年法律第

48号）第５条の規定により採用された職員の勤務時間は，第１項の規定にか

かわらず，休憩時間を除き，１週間について31時間までの範囲内で，任命権

者が定める。 

（狛江市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

４ 狛江市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第28号）の一部を次の

ように改正する。 

第２条に次の１号を加える。 

(３) 地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成14年法

律第48号）第５条の規定により任期を定めて採用された短時間勤務職員 

提案理由 

 地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律及び地方公務員法の規

定により，職員の任期を定めた採用及び任期を定めて採用された職員の給与の特

例に関し必要な事項を定めるため。 
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議案第 44 号 

狛江市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

上記の議案を提出する。 

令和２年８月31日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 

狛江市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

狛江市職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和37年条例第13号）の一部を次の

ように改正する。 

第２条第３号中「行路病人及び行路病死者取扱作業」を「行旅病人及び行旅死

亡人処置業務」に改め，同条に次の１号を加える。 

(４) 河川等の応急作業に従事する職員の特殊勤務手当 

第５条の見出し中「行路病人及び行路病死者取扱作業」を「行旅病人及び行旅

死亡人処置業務」に改め，同条第１項中「行路病人及び行路病死者取扱作業」を

「行旅病人及び行旅死亡人処置業務」に，「行路病人の救護又は行路病死者の取

扱い」を「行旅病人の救護又は行旅死亡人の処置の業務」に改める。 

第６条を第７条とし，第５条の次に次の１条を加える。 

（河川等の応急作業に従事する職員の特殊勤務手当） 

第６条 河川等の応急作業に従事する職員の特殊勤務手当は，異常な自然現象に

より重大な災害が発生し，又は発生するおそれがある河川等における応急作業

に従事した職員に対して支給する。 

２ 前項に規定する手当の額は，１日につき1,080円とする。ただし，作業が日

没時から日出時までの間において行われた場合は，1,620円とする。 

付 則 

この条例は，公布の日から施行し，改正後の狛江市職員の特殊勤務手当に関す

る条例の規定は，令和２年８月１日から適用する。 

提案理由 

 河川等の応急作業に従事する職員の特殊勤務手当について定めることに伴い，

所要の改正を行うため。 
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議案第 45 号 

狛江市都市計画事業基金条例 

上記の議案を提出する。 

令和２年８月31日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 

狛江市都市計画事業基金条例 

（設置） 

第１条 都市計画法（昭和43年法律第100号）に基づいて行う都市計画事業又は

土地区画整理法（昭和29年法律第119号）に基づいて行う土地区画整理事業の

資金に充てるため，狛江市都市計画事業基金（以下「基金」という。）を設置

する。 

（積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は，毎年度予算で定める。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は，金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法

により保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は，必要に応じ，最も確実かつ有利な有価証券に換えるこ

とができる。 

（運用収益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は，狛江市一般会計歳入歳出予算に計上して，

この基金に繰り入れるものとする。 

（繰替運用） 

第５条 市長は，財政上必要があると認めるときは，確実な繰戻しの方法，期間

及び利率を定めて基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することがで

きる。 

（処分） 

第６条 基金は，第１条に規定する目的以外には処分することができない。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に定める。 

付 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

提案理由 

 都市計画法に基づいて行う都市計画事業又は土地区画整理法に基づいて行う土

地区画整理事業の資金に充てるため。 
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議案第 46 号 

狛江市税条例の一部を改正する条例 

上記の議案を提出する。 

令和２年８月31日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 

狛江市税条例の一部を改正する条例 

（狛江市税条例の一部改正） 

第１条 狛江市税条例（平成３年条例第５号）の一部を次のように改正する。 

第24条第１項第２号中「寡夫」を「ひとり親」に改める。 

  第34条の２中「第12項」を「第11項」に，「寡婦（寡夫）控除額」を「寡

婦控除額，ひとり親控除額」に，「第７項」を「第６項」に改める。 

第36条の２第１項ただし書中「第314条の２第５項」を「第314条の２第４

項」に改める。 

  第94条第２項に次のただし書を加える。 

  ただし，１本当たりの重量が0.7グラム未満の葉巻たばこの本数の算定につ

いては，当該葉巻たばこの１本をもって紙巻たばこの0.7本に換算するものと

する。 

  第94条第４項中「左欄に掲げる製造たばこ」の次に「（同項ただし書に規

定する葉巻たばこを除く。）」を加える。 

付則第３条の２第１項中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金特例

基準割合（平均貸付割合（」に，「の規定により告示された割合」を「に規定

する平均貸付割合をいう。次項において同じ。）」に，「この条において同

じ」を「この項において同じ」に改め，「（以下この条において「特例基準割

合適用年」という。）」を削り，「当該特例基準割合適用年」を「その年」に，

「特例基準割合に」を「延滞金特例基準割合に」に改め，同条第２項中「特例

基準割合適用年中」を「各年の平均貸付割合に年0.5パーセントの割合を加算

した割合が年7.3パーセントの割合に満たない場合には，その年中」に，「当

該特例基準割合適用年」を「その年」に，「特例基準割合と」を「当該加算し

た割合と」に改める。 

  付則第４条第１項中「特例基準割合」を「加算した割合」に改める。 

 付則第10条中「第61条又は第62条」を「第63条又は第64条」に，「第61条

若しくは第62条」を「第63条若しくは第64条」に改める。 

付則第10条の２第19項中「附則第62条」を「附則第64条」に改める。 

  付則第17条第１項中「第35条の２第１項」の次に「，第35条の３第１項」を

加える。 
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  付則第17条の２第３項中「第35条の２」を「第35条の３」に改める。 

付則に次の２条を加える。 

（新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例） 

第25条 所得割の納税義務者が，新型コロナウイルス感染症等の影響に対応す

るための国税関係法律の臨時特例に関する法律（令和２年法律第25号。次条

において「新型コロナウイルス感染症特例法」という。）第５条第４項に規

定する指定行事のうち，市長が指定するものの中止若しくは延期又はその規

模の縮小により生じた当該指定行事の入場料金，参加料金その他の対価の払

戻しを請求する権利の全部又は一部の放棄を同条第１項に規定する指定期間

内にした場合には，当該納税義務者がその放棄をした日の属する年中に法附

則第60条第４項に規定する市町村放棄払戻請求権相当額の法第314条の７第

１項第３号に掲げる寄附金を支出したものとみなして，第34条の７の規定を

適用する。 

 （新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の特例） 

第26条 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス感染

症特例法第６条第４項の規定の適用を受けた場合における付則第７条の３の

２第１項の規定の適用については，同項中「令和15年度」とあるのは，「令

和16年度」とする。 

第２条 狛江市税条例の一部を次のように改正する。 

第19条中「第321条の８第22項及び第23項の申告書に」を「第321条の８第34

項及び第35項の申告書に」に，「においては」を「には」に改め，同条第４号

中「によって」を「により」に改め，同条第５号中「，第４項又は第19項」を

「又は第31項」に改め，同条第６号中「第321条の８第22項及び第23項」を「第

321条の８第34項及び第35項」に改める。 

  第20条中「及び第４項」を削り，「並びに」を「及び」に改める。 

第23条第３項中「規定する収益事業」の次に「（以下この項及び第31条第２

項の表第１号において「収益事業」という。）」を加え，「第31条第２項の表

第１号」を「同号」に，「第48条第10項から第12項まで」を「第48条第９項か

ら第16項まで」に改める。 

第31条第２項の表第１号ホ中「第292条第１項第４号の５」を「第292条第１

項第４号の２」に，「市町村」を「市」に改め，同条第３項中「，同項第２号

の連結事業年度開始の日から６月の期間若しくは同項第３号の連結法人税額の

課税標準の算定期間又は同項第４号」を「若しくは同項第２号の期間又は同項

第３号」に改める。 

第48条第１項中「第４項，第19項，第22項及び第23項」を「第31項，第34項

及び第35項」に，「第10項，第11項及び第13項」を「第９項，第10項及び第12

項」に，「第４項，第19項及び第23項」を「第31項及び第35項」に，「同条第

22項」を「同条第34項」に，「第３項」を「第２項後段」に改め，同条第２項

中「第66条の7第５項及び第11項又は第68条の91第４項及び第10項」を「第66

条の７第４項及び第10項」に，「第321条の８第24項」を「第321条の８第36
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項」に改め，同条第３項中「第66条の９の３第４項及び第10項又は第68条の93

の３第４項及び第10項」を「第66条の９の３第３項及び第９項」に，「第321

条の８第25項」を「第321条の８第37項」に改め，同条第４項中「第321条の８

第26項」を「第321条の８第38項」に改め，同条第５項中「第321条の８第22

項」を「第321条の８第34項」に，「同条第21項」を「同条第33項」に，「，

第４項又は第19項」を「又は第31項」に，「同条第23項」を「同条第35項」に

改め，同条第６項中「，第４項又は第19項」を「又は第31項」に，「同条第22

項」を「同条第34項」に，「第321条の８第23項」を「第321条の８第35項」に

改め，同条第７項中「第321条の８第22項」を「第321条の８第34項」に，「，

第４項又は第19項」を「又は第31項」に改め，同項第２号中「第321条の８第

23項」を「第321条の８第35項」に改め，同条第９項を削り，同条第10項中

「第321条の８第42項」を「第321条の８第52項」に，「同条第42項」を「同条

第52項」に，「第12項」を「第11項」に改め，同項を同条第９項とし，同条第

11項を同条第10項とし，同条第12項中「第10項」を「第９項」に改め，同項を

同条第11項とし，同条第13項中「第10項」を「第９項」に，「第75条の４第２

項」を「第75条の５第２項」に改め，同項を同条第12項とし，同条第14項を同

条第13項とし，同条第15項中「第13項」を「第12項」に，「第10項」を「第９

項」に改め，同項を同条第14項とし，同条第16項中「第13項前段」を「第12項

前段」に，「第321条の８第51項」を「第321条の８第61項」に，「第10項」を

「第９項」に改め，同項を同条第15項とし，同条第17項中「第13項後段」を

「第12項後段」に，「第15項」を「第14項」に，「第75条の４第３項若しくは

第６項（同法第81条の24の３第２項において準用する場合を含む。）」を「第

75条の５第３項若しくは第６項」に，「第10項」を「第９項」に改め，同項を

同条第16項とする。 

第50条第２項中「，第４項又は第19項」を「又は第31項」に，「同条第23

項」を「同条第35項」に，「，第２項又は第４項」を「又は第２項」に改め，

同条第３項中「，第４項又は第19項」を「又は第31項」に改め，「（同条第２

項又は第４項に規定する申告書を提出すべき法人が連結子法人の場合には，当

該連結子法人との間に連結完全支配関係がある連結親法人（法人税法第２条第

12号の６の７に規定する連結親法人をいう。以下この項において同じ。）若し

くは連結完全支配関係があった連結親法人が法人税に係る修正申告書を提出し，

又は法人税に係る更正若しくは決定を受けたこと。次項第２号において同

じ。）」を削り，同条第４項中「，第４項又は第19項」を「又は第31項」に改

める。 

第52条第４項から第６項までを削る。 

第94条第２項ただし書中「0.7グラム」を「１グラム」に，「0.7本」を「１

本」に改める。 

  付則第３条の２第２項中「及び第４項」を削る。 

付 則 

（施行期日） 

-25-



第１条 この条例は，令和２年10月１日から施行する。ただし，次の各号に掲げ

る規定は，当該各号に定める日から施行する。 

（１） 第１条中狛江市税条例第24条第１項第２号，第34条の２及び第36条の

２第１項ただし書の改正規定並びに同条例付則第３条の２，第４条第１項，

第10条，第10条の２，第17条及び第17条の２の改正規定並びに付則に２条を

加える改正規定並びに次条並びに付則第３条第２項及び第３項の規定 令和

３年１月１日 

（２） 第２条中狛江市税条例第94条第２項ただし書の改正規定及び付則第６

条の規定 令和３年10月１日 

（３） 第２条（前号に掲げる改正規定を除く。）の規定 令和４年４月１日 

（延滞金に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の狛江市税条例（以下「新条例」という。）

付則第３条の２の規定は，前条第１号に掲げる規定の施行の日以後の期間に対

応する延滞金について適用し，同日前の期間に対応する延滞金については，な

お従前の例による。 

（市民税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き，新条例の規定中個人の市民税に関する部

分は，令和２年度以後の年度分の個人の市民税について適用し，平成31年度分

までの個人の市民税については，なお従前の例による。 

２ 新条例第24条第１項（第２号に係る部分に限る。），第34条の２及び第36条

の２第１項の規定は，令和３年度以後の年度分の個人の市民税について適用し，

令和２年度分までの個人の市民税については，なお従前の例による。 

３ 令和３年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る新条例第36条の２第

１項の規定の適用については，同項ただし書中「地震保険料控除額」とある

のは，「地震保険料控除額，ひとり親控除額（地方税法等の一部を改正する

法律（令和２年法律第５号）第１条の規定による改正前の地方税法（昭和25

年法律第226号。以下「旧法」という。）第292条第１項第11号に規定する寡

婦（旧法第314条の２第３項の規定に該当するものに限る。）又は旧法第292

条第１項第12号に規定する寡夫である第23条第１項第１号に掲げる者に係る

ものを除く。）」とする。 

第４条 付則第１条第３号に掲げる規定による改正後の狛江市税条例の規定中法

人の市民税に関する部分は，同号に掲げる規定の施行の日（以下この項及び次

項において「３号施行日」という。）以後に開始する事業年度（所得税法等の

一部を改正する法律（令和２年法律第８号）第３条の規定（同法附則第１条第

５号ロに掲げる改正規定に限る。）による改正前の法人税法（昭和40年法律第

34号。以下この項及び次項において「４年旧法人税法」という。）第２条第12

号の７に規定する連結子法人（次項において「連結子法人」という。）の連結

親法人事業年度（４年旧法人税法第15条の２第１項に規定する連結親法人事業

年度をいう。次項において同じ。）が３号施行日前に開始した事業年度を除

く。）分の法人の市民税について適用する。 
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２ ３号施行日前に開始した事業年度（連結子法人の連結親法人事業年度が３号

施行日前に開始した事業年度を含む。）分の法人の市民税及び３号施行日前

に開始した連結事業年度（４年旧法人税法第15条の２第１項に規定する連結

事業年度をいう。以下この項において同じ。）（連結子法人の連結親法人事

業年度が３号施行日前に開始した連結事業年度を含む。）分の法人の市民税

については，なお従前の例による。 

（市たばこ税に関する経過措置） 

第５条 付則第１条本文に規定する施行の日前に課した，又は課すべきであった

葉巻たばこに係る市たばこ税については，なお従前の例による。 

第６条 付則第１条第２号に掲げる規定の施行の日前に課した，又は課すべきで

あった葉巻たばこに係る市たばこ税については，なお従前の例による。 

提案理由 

地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）及び地方税法等の一

部を改正する法律（令和２年法律第26号）の施行に伴い，所要の改正を行うため。
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議案第 47 号 

狛江市都市計画税条例の一部を改正する条例 

上記の議案を提出する。 

令和２年８月31日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 

狛江市都市計画税条例の一部を改正する条例 

狛江市都市計画税条例（平成３年条例第６号）の一部を次のように改正する。 

付則第17項中「第61条」を「第63条」に改める。 

付 則 

 この条例は，令和３年１月１日から施行する。 

提案理由 

地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第26号）の施行に伴い，所要

の改正を行うため。 
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議案第 48 号 

狛江市立児童館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

上記の議案を提出する。 

令和２年８月31日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 

狛江市立児童館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

狛江市立児童館の設置及び管理に関する条例（昭和48年条例第３号）の一部を

次のように改正する。 

別表狛江市立和泉児童館の項位置の欄中「狛江市中和泉三丁目12番６号」の次

に「及び狛江市元和泉一丁目23番３号」を加える。 

付 則 

１ この条例は，令和３年４月１日から施行する。 

２ 元和泉一丁目における小学生クラブの開所に係る準備その他この条例の施行

に際し必要な準備行為は，この条例の施行日前においても行うことができる。 

提案理由 

 令和３年度より新たに小学生クラブを開所することに伴い，所要の改正を行う

ため。 

-31-



-32-



同意第 14 号 

   狛江市名誉市民の決定につき同意を求めることについて 

 下記の者を，狛江市名誉市民に決定したいので議会の同意を求める。 

記 

住   所 東京都狛江市和泉本町一丁目12番１－305号 

氏名・年齢 木村 大作  ・   81歳 

令和２年８月31日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

提案理由 

狛江市名誉市民条例（令和元年条例第30号）第３条の規定により，議会の同意を求

めるため。 
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同意第 15 号 

   狛江市名誉市民の決定につき同意を求めることについて 

 下記の者を，狛江市名誉市民に決定したいので議会の同意を求める。 

記 

住   所 東京都狛江市東野川二丁目10番34号 

氏名・年齢 小池 邦夫  ・   79歳 

令和２年８月31日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

提案理由 

狛江市名誉市民条例（令和元年条例第30号）第３条の規定により，議会の同意を求

めるため。 
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同意第 16 号 

   狛江市教育委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

 下記の者を，教育委員会委員に任命したいので議会の同意を求める。 

記 

住   所 神奈川県海老名市国分寺台三丁目６番22号 

氏名・年齢 熊谷 勝仁  ・   71歳 

令和２年８月31日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

提案理由 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第４条第２項

の規定により，議会の同意を求める。 
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認定第 １ 号 

   平成31年度狛江市一般会計決算の認定について 

 上記の議案を別冊のとおり提出する。 

令和２年８月31日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

提案理由 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定による。 
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認定第 ２ 号 

   平成31年度狛江市国民健康保険特別会計決算の認定について 

 上記の議案を別冊のとおり提出する。 

令和２年８月31日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

提案理由 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定による。 
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認定第 ３ 号 

   平成31年度狛江市後期高齢者医療特別会計決算の認定について 

 上記の議案を別冊のとおり提出する。 

令和２年８月31日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

提案理由 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定による。 
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認定第 ４ 号 

   平成31年度狛江市介護保険特別会計決算の認定について 

 上記の議案を別冊のとおり提出する。 

令和２年８月31日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

提案理由 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定による。 
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認定第 ５ 号 

   平成31年度狛江市公共下水道特別会計決算の認定について 

 上記の議案を別冊のとおり提出する。 

令和２年８月31日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

提案理由 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定による。 
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認定第 ６ 号 

   平成31年度狛江市駐車場事業特別会計決算の認定について 

 上記の議案を別冊のとおり提出する。 

令和２年８月31日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

提案理由 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定による。 
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